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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第21期

第２四半期
連結累計期間

第22期
第２四半期
連結累計期間

第21期

会計期間
自　2020年４月１日
至　2020年９月30日

自　2021年４月１日
至　2021年９月30日

自　2020年４月１日
至　2021年３月31日

売上高 （千円） 1,528,248 3,070,840 3,333,434

経常利益 （千円） 224,351 298,664 461,418

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（千円） 156,382 199,654 311,636

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 156,382 199,654 311,636

純資産額 （千円） 2,359,169 2,579,374 2,487,647

総資産額 （千円） 3,348,411 4,068,815 3,776,311

１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 21.88 28.00 43.91

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 20.93 26.79 41.75

自己資本比率 （％） 70.4 63.3 65.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 93,894 257,967 542,346

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △8,133 △23,244 △17,717

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △161,532 △103,559 △88,394

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 896,914 1,540,084 1,408,919

 

回次
第21期

第２四半期
連結会計期間

第22期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　2020年７月１日
至　2020年９月30日

自　2021年７月１日
至　2021年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 12.08 9.01

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については、記載

しておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績に関する説明

　当第２四半期連結累計期間（2021年４月１日～2021年９月30日）においては、新型コロナウイルス感染症の拡大

により、緊急事態宣言の再発令や期間延長がなされるなど経済活動の制限は継続し、ワクチン接種は進んでいるも

のの、依然として景気の先行きは不透明な状況にあります。

　その一方で、コロナ禍における外出・移動の自粛により、生活者による消費全般のオンライン化が進み、企業に

おいてもマーケティング活動のデジタル化が加速しております。その結果、2020年の日本の総広告費が９年ぶりの

マイナス成長となる中においても、当社グループが属するインターネット広告市場は前年比5.9％増と成長を続

け、マスコミ四媒体広告費に匹敵する2.2兆円の市場にまで拡大しており（株式会社電通調べ）、今後もこの傾向

は続くものと見込んでおります。

　こうした環境のもと、当社グループにおいては、顧客企業及び生活者のニーズに合致するデジタルマーケティン

グソリューションの開発・提供に注力いたしました。

　以上の結果、当第２四半期連結累計期間の業績は以下の通りとなりました。

 

売上高　　　　　　　　　　　　　　3,070,840千円（前年同期比100.9％増）

営業利益　　　　　　　　　　　　　　302,004千円（前年同期比36.1％増）

経常利益　　　　　　　　　　　　　　298,664千円（前年同期比33.1％増）

親会社株主に帰属する四半期純利益　　199,654千円（前年同期比27.7％増）

 

　セグメント別の業績は以下のとおりです。

 

①マーケティング事業

　マーケティング事業は、「マーケティングソリューション領域」と「ブランド・メディア開発領域」の２領域か

ら構成されます。マーケティングソリューション領域においては、企業のPR・プロモーションを主にデジタル・

SNS領域で支援しております。ブランド・メディア開発領域においては、海外ブランドの輸入販売やD2Cブランドの

開発、自社メディアの開発・運営を行っております。

　本事業においては、マーケティングソリューション領域のインフルエンサーマーケティングと美容メディアであ

るMimiTVが好調に推移し、当該サービスとの連携強化及び特定代理店との取引増加によりSNS広告の取扱額も拡大

いたしました。

　以上の結果、当第２四半期連結累計期間の業績は以下の通りとなりました。

 

売上高　　　　　　　　　　　　　　3,038,670千円（前年同期比177.3％増）

セグメント利益　　　　　　　　　　　321,741千円（前年同期比116.2％増）

 

②インベストメント事業

　インベストメント事業は、保有する資金を効果的、効率的に運用するため、非上場会社等への投資を行っており

ます。

　本事業においては、営業投資有価証券として保有する社債の利息収益が発生しました。

　以上の結果、当第２四半期連結累計期間の業績は以下の通りとなりました。

 

売上高　　　　　　　　　　　　　　 　32,169千円（前年同期比92.6％減）

セグメント利益　　　　　　　　　　 　31,220千円（前年同期比73.9％減）
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(2）財政状態に関する説明

（資産）

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は4,068,815千円（前連結会計年度末比292,504千円増加）となり

ました。主な要因は、売上高の増加に伴い現金及び預金と売掛金が増加したことによるものであります。

 

（負債）

　当第２四半期連結会計期間末における負債は1,489,441千円（前連結会計年度末比200,778千円増加）となりま

した。主な要因は、売上高の増加に伴い売上原価も増加し買掛金が増加したこと、及び未払消費税等の増加によ

るものであります。

 

（純資産）

　当第２四半期連結会計期間末における純資産は2,579,374千円（前連結会計年度末比91,726千円増加）となりま

した。主な要因は、配当金の支払いがあった一方で、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により利益剰余

金が増加したことによるものであります。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、1,540,084千円となり

ました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は次のとおりであり

ます。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は257,967千円（前年同期間は93,894千円の獲得）となりました。この主な要因

は、法人税等の支払いがあった一方で税金等調整前四半期純利益を計上したことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は23,244千円（前年同期間は8,133千円の使用）となりました。この主な要因は、

有形固定資産及び無形固定資産の取得に伴う支出によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は103,559千円（前年同期間は161,532千円の使用）となりました。この主な要因

は、配当金の支払いによるものであります。

 

(4）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(5）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(6）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2021年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2021年11月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,581,600 7,586,400
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株式数は100株であり

ます。完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら限定の

ない当社の標準となる株式

であります。

計 7,581,600 7,586,400 － －

（注）１．2021年10月１日から2021年10月31日までの期間における新株予約権の行使により、発行済株式総数が4,800株

増加しております。

２．「提出日現在発行数」欄には、2021年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2021年８月３日

（注）１
- 7,574,400 - 562,049 △304,383 236,666

2021年７月１日～

2021年９月30日（注）２
7,200 7,581,600 601 562,650 601 237,267

（注）１．会社法第448条第１項の規定に基づき、2021年６月29日に開催した定時株主総会の決議により資本準備金を減

少し、その同額をその他資本剰余金へ振り替えたものであります。

（注）２．新株予約権の行使による増加であります。

（注）３．2021年10月１日から2021年10月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が4,800株、資本

金及び資本準備金額がそれぞれ400千円増加しております。

 

EDINET提出書類

トレンダーズ株式会社(E26933)

四半期報告書

 5/19



（５）【大株主の状況】

  2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

岡本　伊久男 東京都港区 1,664,600 23.32

㈱SBI証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 323,657 4.53

㈱日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１丁目８－12 304,700 4.27

NOMURA PB NOMINEES LIMITED

OMNIBUS-MARGIN(CASHPB)

（常任代理人　野村證券㈱）

1 ANGEL LANE, LONDON, EC4R 3AB,

UNITED KINGDOM

（東京都中央区日本橋１丁目13－１）

254,400 3.56

日本マスタートラスト信託銀行㈱

（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 217,600 3.05

J.P.MORGAN SECURITIES PLC

（常任代理人　JPモルガン証券㈱）

25 BANK STREET CANARY WHARF LONDON

UK

（東京都千代田区丸の内２丁目７番３号

東京ビルディング）

192,934 2.70

CREDIT SUISSE AG, SINGAPORE

BRANCH-FIRM EQUIY(POETS)

（常任代理人　クレディ・スイス証

券㈱）

1 RAFFLES LINK, #03/#04-01 SOUTH

LOBBY, SINGAPORE 039393

（東京都港区六本木１丁目６番１号泉

ガーデンタワー）

187,796 2.63

JPモルガン証券㈱
東京都千代田区丸の内２丁目７番３号東

京ビルディング
177,266 2.48

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT

（常任代理人　香港上海銀行東京支

店カストディ業務部）

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA

02111

（東京都中央区日本橋３丁目11－１）

150,409 2.11

BBH FOR FIDELITY PURITAN

TR: FIDELITY SR INTRINSIC

OPPORTUNITIES FUND

（常任代理人　㈱三菱ＵＦＪ銀行）

245 SUMMER STREET BOSTON, MA 02210

U.S.A.

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１）

148,291 2.08

計 － 3,621,653 50.74

（注）発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しておりま

す。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2021年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 443,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,135,600 71,356

完全議決権株式であり、権利内容

に何ら限定のない当社の標準とな

る株式であります。

単元未満株式 普通株式 2,400 － －

発行済株式総数  7,581,600 － －

総株主の議決権  － 71,356 －

（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式85株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2021年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

トレンダーズ株式会社
東京都渋谷区東三丁目

16番３号
443,600 － 443,600 5.85

計 － 443,600 － 443,600 5.85

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2021年７月１日から2021

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,408,919 1,540,084

受取手形及び売掛金 604,772 734,164

営業投資有価証券 1,515,029 1,515,029

商品 9,935 9,670

仕掛品 20,303 24,254

その他 22,278 41,734

貸倒引当金 △813 △716

流動資産合計 3,580,425 3,864,221

固定資産   

有形固定資産 66,961 65,694

無形固定資産   

のれん 1,987 －

その他 46,427 59,733

無形固定資産合計 48,414 59,733

投資その他の資産 80,510 79,165

固定資産合計 195,885 204,594

資産合計 3,776,311 4,068,815

負債の部   

流動負債   

買掛金 255,858 374,222

短期借入金 700,000 700,000

未払法人税等 90,812 98,053

その他 222,492 297,641

流動負債合計 1,269,164 1,469,916

固定負債   

資産除去債務 19,499 19,524

固定負債合計 19,499 19,524

負債合計 1,288,663 1,489,441

純資産の部   

株主資本   

資本金 561,192 562,650

資本剰余金 540,192 541,650

利益剰余金 1,688,153 1,776,992

自己株式 △304,383 △304,412

株主資本合計 2,485,155 2,576,881

新株予約権 2,492 2,492

純資産合計 2,487,647 2,579,374

負債純資産合計 3,776,311 4,068,815
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

売上高 1,528,248 3,070,840

売上原価 854,442 2,197,304

売上総利益 673,806 873,535

販売費及び一般管理費 ※ 451,886 ※ 571,530

営業利益 221,920 302,004

営業外収益   

助成金収入 1,564 －

雑収入 3,464 569

その他 1 3

営業外収益合計 5,029 573

営業外費用   

支払利息 2,590 3,911

その他 7 0

営業外費用合計 2,597 3,912

経常利益 224,351 298,664

税金等調整前四半期純利益 224,351 298,664

法人税、住民税及び事業税 63,261 95,734

法人税等調整額 4,707 3,275

法人税等合計 67,969 99,010

四半期純利益 156,382 199,654

親会社株主に帰属する四半期純利益 156,382 199,654
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

四半期純利益 156,382 199,654

四半期包括利益 156,382 199,654

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 156,382 199,654
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 224,351 298,664

減価償却費 11,740 9,637

のれん償却額 11,922 1,987

貸倒引当金の増減額（△は減少） 284 △88

受取利息及び受取配当金 △0 △3

支払利息 2,590 3,911

助成金収入 △1,564 －

売上債権の増減額（△は増加） △248,411 △142,351

棚卸資産の増減額（△は増加） 3,069 348

営業投資有価証券の増減額（△は増加） 300,000 －

仕入債務の増減額（△は減少） △24,316 120,376

未払又は未収消費税等の増減額 △18,237 87,694

その他 △47,571 △29,715

小計 213,856 350,461

利息及び配当金の受取額 0 3

利息の支払額 △2,590 △3,911

助成金の受取額 1,564 －

法人税等の支払額 △118,936 △88,586

営業活動によるキャッシュ・フロー 93,894 257,967

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 － △4,145

無形固定資産の取得による支出 △8,133 △19,098

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,133 △23,244

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △63,291 △28

配当金の支払額 △99,846 △106,446

株式の発行による収入 1,605 2,916

財務活動によるキャッシュ・フロー △161,532 △103,559

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △75,771 131,164

現金及び現金同等物の期首残高 972,685 1,408,919

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 896,914 ※ 1,540,084
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　これにより、マーケティング事業のサービス提供について、従来の基準に比して収益認識時期がずれる一部の

取引については、それぞれの履行義務の充足時期に応じて収益を認識することとしております。また、顧客への

財又はサービスの提供における当社の役割が代理人に該当する一部の取引について、顧客から受け取る額から仕

入先等に支払う額を控除した純額で収益を認識することとしております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、

収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに

従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認

識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに行われた契約

変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を第１

四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減しております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は11,781千円増加し、売上原価は5,681千円増加し、営業利益、

経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ6,100千円増加しております。また、利益剰余金の当期首残高

は4,160千円減少しております。

　なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過

的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載して

おりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる、四半期連結財務諸表へ

の影響はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間

（自　2020年４月１日
　　至　2020年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

　　至　2021年９月30日）

給与手当 159,561千円 214,578千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
 至 2020年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
 至 2021年９月30日）

現金及び預金勘定 896,914千円 1,540,084千円

預入期間が３か月を超える定期預金 －千円 －千円

現金及び現金同等物 896,914千円 1,540,084千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年５月14日

取締役会
普通株式 100,242 14 2020年３月31日 2020年６月15日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年５月14日

取締役会
普通株式 106,655 15 2021年３月31日 2021年６月15日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

合計
（注）２

 
マーケティン

グ事業
インベストメ

ント事業
計

売上高      

外部顧客への売上高 1,095,707 432,541 1,528,248 － 1,528,248

セグメント間の内部売
上高又は振替高

－ － － － －

計 1,095,707 432,541 1,528,248 － 1,528,248

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
148,805 119,492 268,298 △46,378 221,920

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△46,378千円は、全社費用であります。全社

費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費等であります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行って

おります。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

合計
（注）２

 
マーケティン

グ事業
インベストメ

ント事業
計

売上高      

外部顧客への売上高 3,038,670 32,169 3,070,840 － 3,070,840

セグメント間の内部売
上高又は振替高

－ － － － －

計 3,038,670 32,169 3,070,840 － 3,070,840

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
321,741 31,220 352,962 △50,958 302,004

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△50,958千円は、全社費用であります。全社

費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費等であります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行って

おります。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループの報告セグメントは「マーケティング事業」「インベストメント事業」から構成されておりま

す。

　マーケティング事業において、マーケティングソリューションの提供への対価や自社メディアの広告収益な

ど、企業間の取引により発生する収益を「BtoBサービス」、生活者に対する商品・サービスの販売により発生す

る収益を「BtoCサービス」と分類しており、当該分類により分解した収益は以下のとおりであります。

 

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年９月30日）

マーケティング事業　計 3,038,670千円

　BtoBサービス 3,022,795千円

　BtoCサービス 15,875千円

インベストメント事業　計 32,169千円

合計 3,070,840千円

 

EDINET提出書類

トレンダーズ株式会社(E26933)

四半期報告書

15/19



（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 21円88銭 28円00銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
156,382 199,654

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
156,382 199,654

普通株式の期中平均株式数（株） 7,146,421 7,130,286

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 20円93銭 26円79銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 323,618 321,478

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

2021年11月12日

トレンダーズ株式会社

取締役会　御中
 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人

東京事務所
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 光　廣　　成　史　　　印

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトレンダーズ株

式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2021年７月１日から2021年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トレンダーズ株式会社及び連結子会社の2021年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結

論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期連

結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない

場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四

半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸表
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の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事

項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

 

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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